
警察庁「令和6年におけるサイバー空間をめぐる脅威と情勢などについて」出典

有効回答

102件

100万円未満
23件

100万円未満
23件

100万円以上
500万円未満
16件

100万円以上
500万円未満
16件

500万円以上
1,000万円未満

12件

500万円以上
1,000万円未満

12件

1,000万円以上
5,000万円未満

28件

1,000万円以上
5,000万円未満

28件

5,000万円以上
1億円未満
15件

5,000万円以上
1億円未満
15件

1億円以上
8件

1億円以上
8件

ランサムウェア
被害件数

222件

大企業
61件
大企業
61件

中小企業
140件
中小企業
140件

団体等
21件
団体等
21件

被害企業・団体等の規模別件数 被害を受けた調査費用の総額

中小企業の被害事例

従業員5名未満の卸売・小売
会社の自社ECサイトに不正ア
クセスの痕跡を発見。
修復には一週間程度かかり、
一部機能停止により金銭的な
マイナスが生じた。

参加企業募集
令和7年度 中小企業サイバーセキュリティ啓発事業

サイバーセキュリティ対策に未着手の企業さまにおすすめです。

お申し込み方法・支援コースの詳細は裏面をご覧ください。

昨今、中小企業がサイバー攻撃の被害に遭っています

参加費

無料

「我が社は大丈夫」
その油断、狙われてます。

サイバー攻撃対策

中小企業のサイバーセキュリティ対策を東京都が支援

パソコンに届いた、一見普通のメール。
何気なく開いたその瞬間から、気づかぬうちに不正アクセスが始まり、
社内の情報が抜き取られていく―― サイバー攻撃のはじまりです。
サイバー攻撃は大企業だけの問題ではありません。
セキュリティの盲点を突く攻撃は、今やセキュリティ対策が遅れている
中小企業がターゲットになっています。　

中小企業サイバーセキュリティ啓発事業とは
近年のサイバー攻撃は巧妙化が進み、機密情報や個人情報の流出リスクも高まっています。
従来の技術的対策だけでは防ぎきれないため、包括的な対応が求められています。
本事業では、3つの支援コースを通じて、社内全体のセキュリティ意識を育成し、実践的な対策の推進を支援します。

貴社の情報資産を守る第一歩です。ぜひ本事業へのご参加を！



第1部 「知る」

内容

概要

サイバーセキュリティの
最新動向の講義（30分）

事業申込の流れ
事業の

お申し込みは
こちら演習セミナー参加

STEP 3
支援申込

STEP 1
申込確認

STEP 2

サイバー攻撃のリスクと影響を
正しく理解し、「自社の問題」と
して認識する。

第2部 「体験する」

サイバーセキュリティ体感
ワークショップ（120分）

実際にサイバー攻撃時の対応を
体験し、自ら意思決定を行うこと
で、対策の必要性を実感する。

第3部 「行動する」

ワークショップの
振り返り・座談会（30分）

参加者との意見交換や専門家と
の質疑を通じて、自社に適した
対策を考える。

「講義・演習・座談会」の3つのステップを通し、
経営層にセキュリティ対策を「経営課題」として認識して
いただき、意識啓発と対策費用の予算化を促します。

　
 ・経営層の方
 ・部門や部署の責任者で、部門運営や戦略を担当する方 
 ・上席から参加の承認を得た担当者の方　　など

■日程の詳細はHPをご覧ください。

令和7年度 中小企業サイバーセキュリティ啓発事業

■対象企業：東京都内に主たる事業所を有する中小企業
■申込期間：募集中  　
■参加費用：無料

（枠が埋まり次第募集終了となります。）

※既に満席となっている回もございますので、お早めにお申し込みください。

詳細はこちら
昨年度、参加企業様の
声も掲載しています！

今年度演習セミナー参加者様
からの声をご紹介します！

貴社のご参加を心よりお待ちしております。

支援コースのご紹介

この事業に関する問い合わせ

東京都「令和7年度中小企業サイバーセキュリティ啓発事業」運営事務局

ade.jp.keihatsu@cybersecurity-tokyo.com
メール

お問い合わせは
こちら

※本事業は、東京都より委託を受け、アデコ株式会社が運営しています。

050-4560-7553
受付時間 9:00～17:00（平日のみ）

電話

先着100社

3時間のセミナー1回参加で迅速な意思決定を実行できます！

経営層対象 サイバー攻撃対応演習セミナー

グループについてくれた
専門家が具体的に
セキュリティ施策の質問に
答えてくれました。

目的どおりの
セミナーであり、
周りの経営層にも
紹介したいです。

他社の方の考え方なども
参考になり、
自社で取り組むべきことが
明確になりました。

参加対象者


